
【様式第1号】

団体名：泉北環境整備施設組合 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 7,817,770   固定負債 5,889,552

    有形固定資産 7,817,770     地方債 5,432,250

      事業用資産 5,282,184     長期未払金 -

        土地 1,966,161     退職手当引当金 450,802

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 7,304,344     その他 6,499

        建物減価償却累計額 -4,162,580   流動負債 642,160

        工作物 594,920     １年内償還予定地方債 591,559

        工作物減価償却累計額 -420,660     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 35,566

        航空機 -     預り金 8,370

        航空機減価償却累計額 -     その他 6,663

        その他 - 負債合計 6,531,712

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 7,817,770

      インフラ資産 694,398   余剰分（不足分） -6,354,020

        土地 101,859

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 2,902,953

        工作物減価償却累計額 -2,328,162

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 17,747

      物品 22,986,794

      物品減価償却累計額 -21,145,606

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 -

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 177,692

    現金預金 163,052

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 14,640

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 1,463,749

資産合計 7,995,462 負債及び純資産合計 7,995,462

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

団体名：泉北環境整備施設組合 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 2,387,767

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 2,387,767

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 933,120

    使用料及び手数料 454,479

    その他 478,641

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 12,171

        その他 -

    移転費用 15,946

      補助金等 3,775

      その他の業務費用 100,764

        支払利息 100,764

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 503,164

        減価償却費 1,179,342

        その他 -

        その他 4,009

      物件費等 2,698,257

        物件費 1,015,750

        職員給与費 417,593

        賞与等引当金繰入額 35,566

        退職手当引当金繰入額 48,749

  経常費用 3,320,888

    業務費用 3,304,941

      人件費 505,919

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

団体名：泉北環境整備施設組合 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 1,922,189 8,921,557 -6,999,367

  純行政コスト（△） -2,387,767 -2,387,767

  財源 1,910,684 1,910,684

    税収等 1,901,613 1,901,613

    国県等補助金 9,071 9,071

  本年度差額 -477,083 -477,083

  固定資産等の変動（内部変動） -1,103,787 1,103,787

    有形固定資産等の増加 75,555 -75,555

    有形固定資産等の減少 -1,179,342 1,179,342

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 18,643 - 18,643

  本年度純資産変動額 -458,439 -1,103,787 645,347

本年度末純資産残高 1,463,749 7,817,770 -6,354,020

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

団体名：泉北環境整備施設組合 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 13,419

本年度歳計外現金増減額 -5,049

本年度末歳計外現金残高 8,370

本年度末現金預金残高 163,052

    その他の収入 -

財務活動収支 -548,660

本年度資金収支額 61,951

前年度末資金残高 92,730

本年度末資金残高 154,682

  財務活動支出 585,960

    地方債償還支出 579,297

    その他の支出 6,663

  財務活動収入 37,300

    地方債発行収入 37,300

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 19,969

投資活動収支 -51,481

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 24,073

    国県等補助金収入 4,104

    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 75,555

    公共施設等整備費支出 75,555

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 662,094

  業務収入 2,819,731

    税収等収入 1,881,643

    国県等補助金収入 4,967

    使用料及び手数料収入 454,479

    その他の収入 478,641

    移転費用支出 15,946

      補助金等支出 3,775

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 12,171

    業務費用支出 2,141,690

      人件費支出 506,078

      物件費等支出 1,534,847

      支払利息支出 100,764

      その他の支出 -

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,157,636
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【1】重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としております。 

　該当なし

・出資金のうち、市場価格がないもの出資金額をもって貸借対照表価額としております。

　該当なし

③有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法

・徴収不能引当金

　該当なし

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職給付引当金

　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

・損失補償引当金地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っております。 

 

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　地方自治法第235条の４第1項に規定する歳入歳出に属する現金としております。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。

 

【2】重要な会計方針の変更等

①会計方針の変更

　平成28年度より統一的な規準による地方公会計マニュアルに基づき財務書類を作成しています。

　総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との比較可能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地に

　ついては、再調達価格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が不明なものは備忘価格1円に訂正しております。

②表示方法の変更

　該当なし

③資金収支計算書における資金の範囲の変更

　該当なし

【3】重要な後発事象

①主要な業務の改廃　

　該当なし

②組織・機構の大幅な変更　

　平成29年度末をもって廃棄物発電事業特別会計を廃止し、一般会計と統合しました。

③地方財政制度の大幅な改正　

　該当なし

④重要な災害等の発生　

　平成30年台風21号により、一部機器の損害があり、補修を行った。

⑤ その他重要な後発事象

　該当なし

【4】偶発債務

該当はありません。

【5】追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　一般会計

②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異　

③出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

　もって会計年度末の計数としている旨、財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の

　計数をもって会計年度末の計数としております。

　（地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

④表示単位未満の金額は切り捨てとしている為、合計金額に齟齬が生じる場合がある。

注　記
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